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総統勢第1・17号

平成30年6月28日

一般社団法入全国住宅産業協会会長殿

総務大臣

平成30年住宅・土地統計調査への協力について(依頼)

平素より、総務省の各種統計調査に御協力をいただき、厚く御礼申し上げます,

総務省では、平成30年10月1日現在で、「平成30年住宅・土地統計調査」(統計法(平成

19年法律第53号)に基づく基幹統計「住宅・土地統計」を作成するための調査)を実施しま

す。

住宅・土地統計調査は、住宅及び住宅以外で人が居住する建物(以下「住戸」という=)に

関する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他の住戸に居住している世帯に

関する実態を調査し、その現状と推移を全国及び地城別に明らかにすることにより、住生活関

連諸施策の基礎資料を提供するものです。

近年、個人情報保吾隻意識の高まりや、調査員が世帯と接触することの難しいオートロックマ

ンションの増加などに伴い、従来にも増して調査活動が難しい状況となってまいりました。

このため、平成30年住宅・土地統計調査では、回答者の利便性を高め、調査員の負担を軽

減するために、インターネソトによる回答を導入し、スマートフォンやタブレット端末からの

回答も可能とするなど、調査方法の改善を行っております。

しかしながら、円滑な調査の実施のためには、国民の皆様の御理解はもとより、関係各方面

の御協力をいただくことが不可欠です.

つきましては、統計法第30条の規定に基づき、別紙1の内容にっきまして、貴協会の会員

の皆様への御周知を賜りたく、協力の依頼をさせていただきます,

また、平成30年住宅・土地統言1一調査は、地方公共団体を通じて実施することとしており、

地方公共団体が改めて調査への御協力をお願いする場合もありますので、このことを併せて貴

協会の会員の皆様へ御周知いただきますようお願い申し上げます。

なお、総務省では、このほかに毎月、世帯を対象とした基幹統計調査として、労働力調査、

小売物価統計調査7…1及び家計調査を、都道府県を通じて実施しています。これらの統計調査は、

完全失業率、消費者物価指数及び個人消費の動向など、我が国の経済指標を得るためのもので

ありますので、これらの調査にっきましても、集合住宅への調査員の立入り等に際し、調査へ

の協力が得られますよう併せて御配慮をお願いいたします。

※小売物価統計調査では、借家の家賃を把握するため、民営借家世帯を対象にした家監周査

を実施しています.平成31年1月から、新たな家賃調査地区で調査を開始しますので、別

紙2の内容につきましても御周知いただきますようお願い申し上げます,
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このたび、「平成30年住宅・土地統計調査」を実施することになりました。

つきましては、以下の内容につきまして御理解・御協力をお願いいたします。

1.管理居住されている建物にお住まいの世帯が調査対象となった場合は、建物内

にお住まいの世帯にお伺いできるよう、御協力をお願いいたします。

オートロックマンションやワンルームマンション、寮などについて、調査が円滑に実

施できるよう統計調査員の建物内への立入り等に御配慮をお願いいたします。

2.住宅・土地統計調査の広報への御協力をお願いいたします。

・貴団体の会員様への調査実施の周知

・貼付可能な場所へのポスターの掲示

・貴団体のホームページへの「平成30年住宅・土地統計調査(キャンペーンサイト)」

バナーの掲載

3.共同住宅等における調査員事務の委託について、地方公共団体からの業務委託

の要請等がありましたら、御協力をお願いいたします。

今回の住宅・土地統計調査から必要に応じて、共同住宅等に対して調査員業務の委託

が可能な仕組みを取り入れています。

(参考)今後のスケジュール

(調査員のスケジュール)

・9月上旬調査地域の確認など

～調査地域内の各世帯に「調査のお知らせ」を配布します。

・9月中旬調査対象名簿の作成

・9月中旬インターネット回答用の調査書類の配布

・9月下旬紙の調査票及び調査書類の配布

・10月上旬調査票の回収

▼

ゑ
総務省統計局

住宅・土地統計調査担当:

総務省統計局統計調査部

国勢統計課

住宅・土地調査第一係

連絡先:03-5273-1154



(別紙2)

小亮物価統計調査(動向編)家賃調査へのこ協力のお■い

小亮物価統計■査(動向編)では、借家の康賃を把握するため、民営借家世帯を対象に

した家賃調査を実施しています。平成31年1月から、新たな家賃■査地区で醐査を開始し

ますので、以下の内容につきまして御理解・御協力をお■いいたします。

1.建物内にお住まいの世帯にお伺いできるよう、■査員の建物内への立入り等に御配慮

をお■いいたします。

2.實団休の会員様への調査実施の周知をおMいいたします。

(参考)

小売物価統計調査(動向編)とは

国民の消費生活上重要な商品の小売価格、サービスの料金及び墨重を全国的規模で毎月
調査することにより、月々の価格の変化を明らかにし、1者物西指(CPI)やその

他物価に関する基礎資料を得ることを目的とした調査です。

調査は、全国16了市田J村において、毎月、調査B玉を定めて実施され、約2了,000の店舗・

事業所及びkY28,000の塑世壼を対象に実施しています。
※調査日:毎月12日を含む週の水曜日、木曜Eヨ又は金曜日のいずれか1日

家賃調査とは

家賃調査は、調査の対象となった地域(家賃調査地区〉にお住まいの全ての民営借家世

帯粕こ対して、3か月に1度'K/、月額家賃、延べ面積などの住居に関する事項を質問する

ことにより行います。

※「民営借家世帯であるか把握するため、家賃調査地区内に所在する全世帯に苅して、庄宅の所有関係

を定期的に確認さぜていただきます。

※2地域ごとに3つのグノし一ブに分1ナ、「1、4、7、10月」、「2、5、8、11月」又は「3、6、

9、12月」のいずれかに調査しています。

家賃調査地区の変更について

家賃調査地区は、原則5年ごど襲に、統計的な方法に基づき、全国の16了市田J村から「,233

地区を選定します。平成3「年は、家賃調査地区の変更の年にあたり、1月から新たな家賃

調査地区での調査を開始します。このため、平成30年9月頃から準備活動を行います。

※民営借家世帯数や属性分布の母集団の変化に対応するため、直近の国勢調査の調査区別結果等を用い

て、5年ごとに調査地区の設定替えを実施していますp

(調査員のスケジュール)

・平成30年9月～

・10月～12月

・平成31年1月～

新たな家賃調査地区の範囲の確認等の準備事務

新たな家賃調査地区において事前調査実施

新たな家賃調査地区におげる調査開始

、

隅灘1蕪〕
総務省統計局



平成30年6月28日

一般社団法人全国住宅産業協会

事業第2課原田岳英様

平成30年住宅・土地統計調査への協力について(依頼)の送付について

平素より、総務省の各種統計調査に御協力いただき、厚く御礼申し上げます,

このたび、平成30年住宅・土地統計調査への協力について(依頼)を送付させていた

だきました。

ご査収のほど、よろしくお願いいたします。

総務省統計局統計調査部国勢統計課

住宅・土地統計調査担当

TEL:〔li3-5273-11.54

E'mail:c'jyuuchoul@soumu.go.jp

担当:渡邊、鶴岡


